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（１）地域コンサルタントの活用拡大
⇒簡易公募型競争入札において『地域型』を試行

（２）参加者・発注者の負担軽減
⇒簡易公募型競争入札において『簡易確認型』を試行

試行内容

１



試行における標準配点

業務実績 ⇒
業務成績 ⇒
企業信頼度（優良表彰の有無） ⇒
業務拠点 ⇒
地域精通度（地域での業務経験） ⇒

資格 ⇒
業務実績 ⇒
業務成績 ⇒
ＣＰＤ 2 2
幅広い取り組み姿勢 2 2
地域精通度（地域での業務経験） ⇒

⇒

18
30

2
小計 12

管理技術者

3
3

10

企業

2
4
2
2

4

3
小計 23

合計 35

基本事項
（技術者）

－

4

3

地域型
4
－
2
4
2

選定要件

基本事項
（企業）

12
3
8

評価項目
標準型

簡易公募型競争入札方式【地域型】の試行

（１）地域コンサルタントの活用拡大

試行
趣旨

地域コンサルタントは、災害時には迅速に現場に駆けつけて調査や設計を速やかに行うなど、地
域の安全安心のために重要な存在である。しかし、地域コンサルタントの受注件数は少ない状況
にあり、地域コンサルタントの活用を推進していく必要があることから、地域コンサルタントの
活用促進を目的に『簡易公募型競争入札（地域型）」を試行する。

試行
内容

① 企業・管理（主任）技術者の評価項目から「業務成績」を評価項目から削除。
代わりに企業・管理（主任）技術者の「業務実績」を発注機関別の実績で評価。

② 一定の地域内に本店（社）を有する社を「業務拠点」で高く評価。
③ 「地域精通度」の評価の対象を事務所管内に限定

「業務実績」（企業）
 発注機関別の実績で評価

「業務成績」（企業）
 業務成績による加点は行わない。

「業務拠点」（企業）
 一定地域内に本店がある企業を高く評価。

「業務実績」（技術者）
 発注機関別の実績で評価

「地域精通度」（企業）
 事務所管内の実績がある企業を高く評価。

「地域精通度」（技術者）
 事務所管内の実績がある技術者を高く評価。

２



評価項目 判断基準 配点
業務実績
（企業）

平成２４年度以降公告日までに完了した同種又は類似業務の実績を
以下の順位で評価する。

① ４点 ② ３点
③ ２点 ④ １点

業務実績
（技術者）

平成２４年度以降公告日までに完了した同種又は類似業務の実績を
以下の順位で評価する。

※「休業」を取得した場合は、評価対象期間を延長する。
① ８点 ② ６点
③ ４点 ④ ２点

「業務実績」（企業・技術者）の配点

（１）地域コンサルタントの活用拡大
簡易公募型競争入札方式【地域型】の試行

３

業務を発注する期間 同種 類似 対象となる機関

国土交通省の各地方整備局及び北海道開発局、
内閣府沖縄綜合事務局建設部

・中部地方整備局を含む地方整備局及び北海道開発局、
　沖縄総合事務局

上記以外の国の機関 ・政府調達に関する協定 附属書Ⅰ 付表１の機関

政府関係機関

・政府調達に関する協定 附属書Ⅰ 付表３の機関
・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する
　法律施行令第１条に示す特殊法人等
・国土交通省所管のその他の独立行政法人
・地方共同法人日本下水道事業団
・文部科学省所管の大学共同利用機関法人

都道府県・政令市およびその関係機関

・政府調達に関する協定 附属書Ⅰ 付表２の機関
・地方道路公社法に基づく道路公社
・公有地の拡大の推進に関する法律に基づき都道府県
　又は政令指定都市が設置した「土地開発公社」
・地方住宅供給公社法に基づき設立した「住宅供給公社」
・都道府県・政令指定都市における特別地方公共団体
・地方独立行政法人法に基づき都道府県又は政令指定
　都市が設立した地方独立行政法人

上記以外の市町村・民間事業等 ③ ④ ・上記以外の機関

① ②



評価項目 判断基準 配点

業務拠点
（企業）

業務拠点を下記のとおり評価する。
① ○○事務所管内に本社(店)を有する。
② ○○県内に本社(店) を有する。
③ ○○事務所管内に支社(店)又は営業所等を有する。
④ ○○県内に支社(店)又は営業所等を有する。
⑤ 上記以外

※○○事務所管内：○○市、○○市、○○町

① ４点
② ３点
③ ２点
④ １点

⑤ 評価無

「業務拠点」（企業）の配点

（１）地域コンサルタントの活用拡大
簡易公募型競争入札方式【地域型】の試行

４



評価項目 判断基準 配点

地域精通度
（企業）

平成２４年度以降公告日までに完了した業務における地域での業務経験を
下記の順位で評価する。

① ○○事務所管内において、■■分野における△△△の業務経験を
有する。

② ○○事務所管内において、△△△の業務経験を有する。
③ 上記以外。

※○○事務所管内：○○市、○○市、○○町
※■■分野：河川、道路等とし、業務に合わせ設定
※△△△：測量・地質調査・土木関係コンサル業務等とし業務に合わせ設定

① ２点
② １点
③ 評価無

地域精通度
（技術者）

平成２４年度以降公告日までに完了した業務における地域での業務経験を
下記の順位で評価する。
ただし、再委託による業務及び照査技術者として従事した業務は除く。
※「休業」を取得した場合は、評価対象期間を延長する。

① ○○事務所管内において、■■分野における△△△の業務経験を
有する。

② ○○事務所管内において、△△△の業務経験を有する。
③ 上記以外。

※○○事務所管内：○○市、○○市、○○町
※■■分野：河川、道路等とし、業務に合わせ設定
※△△△：測量・地質調査・土木関係コンサル業務等とし業務に合わせ設定

① ３点
② １点
③ 評価無

「地域精通度」（企業・技術者）の配点

（１）地域コンサルタントの活用拡大
簡易公募型競争入札方式【地域型】の試行
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試行対象の範囲
 これまで指名競争入札を実施していた、予定金額４千万円未満の価格競争において
「簡易公募型競争入札【地域型】」を試行

 対象は「建築関係建設コンサルタント業務」を除く全ての業務を対象とする。
予定金額
（万円） 価格競争

6,800

4,000

2,000

価格競争

簡易公募型

又は

指名競争

簡易公募型

簡易公募型

【地域型(試行)】

簡易公募型

指名競争

【現状】 【試行】

■簡易公募型競争入札【地域型】の試行に伴い指名競争入札については
予定金額２千万円未満（補償関係コンサルタント業務は従前どおり１千万円未満）とする。

■また、指名競争入札については、事務所管内又は県内に本店を有する企業のみで１０社以上
の候補者群が作成出来る場合にのみ適用する。

（１）地域コンサルタントの活用拡大
簡易公募型競争入札方式【地域型】の試行

６
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						発注方式 ハッチュウ ホウシキ		選定・指名段階の評価 センテイ シメイ ダンカイ ヒョウカ																														特定・入札段階の評価 トクテイ ニュウサツ ダンカイ ヒョウカ



						（簡易）公募型競争入札方式 カンイ コウボガタ キョウソウ ニュウサツ ホウシキ





						一般競争入札総合評価方式 イッパン キョウソウ ニュウサツ ソウゴウ ヒョウカ ホウシキ				企業・技術者の成績・実績で
欠格となる事項がないか確認 キギョウ ギジュツシャ セイセキ ジッセキ ケッカク ジコウ カクニン





						（簡易）公募型プロポーザル方式 カンイ コウボガタ ホウシキ				企業・技術者の成績・実績で
欠格となる事項がないか確認 キギョウ ギジュツシャ セイセキ ジッセキ ケッカク ジコウ カクニン



						発注方式 ハッチュウ ホウシキ		選定・指名段階の評価 センテイ シメイ ダンカイ ヒョウカ																														特定・入札段階の評価 トクテイ ニュウサツ ダンカイ ヒョウカ



						（簡易）公募型競争入札方式 カンイ コウボガタ キョウソウ ニュウサツ ホウシキ





						一般競争入札総合評価方式 イッパン キョウソウ ニュウサツ ソウゴウ ヒョウカ ホウシキ





						（簡易）公募型プロポーザル方式 カンイ コウボガタ ホウシキ





企業の
成績・実績

技術者の
成績・実績

原則　10者
以上を指名

参加資格を満たす
全ての者を指名

参加資格を満たす
全ての者を選定

価　格

価格点

企業の
成績・実績

技術者の
成績・実績

技術提案

企業の
成績・実績

技術者の
成績・実績

企画提案

企業の
成績・実績

技術者の
成績・実績

原則　10者
以上を指名

価　格

価格点

技術者の
成績・実績

技術提案

技術者の
成績・実績

企画提案

原則　10者
以上を指名

原則　３者
以上を選定

賃上げ

賃上げ
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				年次に応じて評価の
対象期間をかえる項目 ネンジ オウ ヒョウカ タイショウ キカン コウモク				改定時期 カイテイ ジキ		評価対象期間 ヒョウカ タイショウ キカン																												備考 ビコウ

										H23d		H24d		H25d		H26d		H27d		H28d		H29d		H30d		R1d		R2d		R3d				R4d

				企業 キギョウ		実績
(過去１０ヶ年） ジッセキ カコ ネン		R3.4～																														公示（公告）日までに完了した業務を対象とする コウジ コウコク ビ カンリョウ ギョウム タイショウ



								R４.4～



						成績
(過去２ヶ年） セイセキ		R3.8～



								R４.8～



						表彰
(過去２ヶ年） ヒョウショウ		R3.8～



								R４.8～



				技術者 ギジュツシャ		実績
(過去１０ヶ年） ジッセキ カコ ネン		R3.4～																														公示（公告）日までに完了した業務を対象とする コウジ コウコク ビ カンリョウ ギョウム タイショウ



								R４.4～



						成績
(過去４ヶ年） セイセキ		R3.8～



								R４.8～







Sheet3

														予定金額
（万円） ヨテイ キンガク マンエン				価格競争 カカクキョウソウ				価格競争 カカクキョウソウ



														6,800



														4,000



														2,000





簡易公募型
又は
指名競争

簡易公募型

簡易公募型　　
【地域型(試行)】



簡易公募型

指名競争
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D者
C者

B者

簡易公募型競争入札方式（簡易確認型）の試行

（２）参加者・発注者の負担軽減

試行
趣旨

 指名競争入札を除く業務発注においては、競争参加者は数十枚に及ぶ申請書等資料を作成する必要があり、
審査を行う発注者も含め双方の事務負担が課題となっている。

 このため、参加者及び発注者双方の事務負担軽減を図る。

試行
内容

① 「簡易確認型」では、「参加資格確認資料」の提出を、参加者の自己申告による「簡易技術資料」の提出に
留め、添付資料の提出も不要とする。

② 「簡易技術資料」の評価結果から、入札参加者を選定し入札を行う。
③ 落札者の決定方法に基づく最低の価格で入札を行ったものを落札候補者として、「詳細技術資料」の提出を求

め、簡易技術資料の内容を確認する。

７

発 注 者 参 加 者

入札公示・入札説明書の交付

落札者の決定

Ａ者競争参加資格審査

指名通知

入札・開札

参加資格確認資料
（約２０枚）

提出

全参加者

発 注 者 参 加 者

入札公示・入札説明書の交付

落札者の決定

競争参加資格審査

指名通知

入札・開札

提出

全参加者

落札候補者の決定

詳細技術資料審査

D者
C者

B者
Ａ者

簡易技術資料
（表明書含め２枚）

落札候補者のみ
Ａ者

詳細技術資料
（約２０枚）

提出

通知

＜現 行＞ ＜簡易確認型＞



簡易公募型競争入札方式（簡易確認型）の試行

（２）参加者・発注者の負担軽減

10

試行対象の範囲
業務種別：全ての業務種別（土木関係建設コンサルタント業務・測量業務・地質調査

業務・補償関係コンサルタント業務、建築関係建設コンサルタント業務）
に適用。

発注方式：令和４年度補正予算成立以降に簡易公募型競争入札方式で発注する全ての
業務に適用。（※地域型も含む）

＜参加にあたっての留意事項＞
 簡易公募型競争入札方式（簡易確認型）の、簡易技術資料の作成にあたっては事実に
基づいた記載をお願いします。

 以下のいずれかを該当する場合、指名停止措置要領に基づく措置を行うことがあります。
・簡易技術資料の記載に嫌疑が生じた場合（根拠もなく全ての評価項目を満点に設定
したと見受けられる等）は、後日、詳細な資料の提出を求めたうえでヒアリングを
行い、ヒアリングの結果、過失ではなく、虚偽の記載をしたことが確認された場合。

・詳細技術資料の提出を拒否した場合。



簡易公募型競争入札方式（簡易確認型）の試行

（２）参加者・発注者の負担軽減

９

＜簡易技術資料の記載方法＞ Point１

 配置予定管理技術者の氏名・生年月日は必ず記載して下さい。
記載がない場合は、技術者の業務成績に係る評価は行いません。

 出産・育児等により休業を取得した場合は業務成績評定平均点等
の期間を延期できるため、取得している場合は取得期間を記載し
てください。

Point２
 各評価項目の該当箇所に「〇」を記載（選択）して下さい。
 重複記載や未記載の評価項目は評価を行いません。

 企業・技術者の業務成績は発注者で行います。
 該当部分の記載は発注者で行いますので不要です。
 参加希望者には、上段にて中部地整以外の受注実績の有無等を

確認しています。

Point3
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